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第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、遊休資産の有効活用の一環として、公有財産のうち利用計画のない普

通財産である土地（樹木等の定着物を含む。以下同じ。）及び建物（付属工作物を含む。

以下同じ。）（以下「市有地等」という。）を公募により売却処分するため、関係法令並び

に本市の条例、規則及び財産（土地・建物）の譲与、減額譲渡、無償貸付等に関する基準

に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする。 

 （処分方法） 

第２条 市有地等の公募による売却は、次に掲げる方法により行う。 

（１）不特定多数の購入希望者を競争に参加させ、予定価格以上の最高価格をもって申し

込みをした者を契約相手として決定する方法（以下「一般競争入札」という。） 

（２）あらかじめ売却価格を提示して購入希望者を募集し、応募者が複数の場合は公開抽

選により契約相手を決定する方法（以下「公募抽選方式」という。） 

（３）前２号において入札者、落札者若しくは応募者がないとき又は落札者若しくは当選

者が契約を締結しないときに当該売買物件の購入希望者を随時に募集して売却する

方法（以下「公募先着順方式」という。） 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、随意契約により市有

地等を売却することができる。 



（１）国又は他の地方公共団体において、公用又は公共の用に供するため市有地等を必要

とするとき。 

（２）公共団体がその事業の用に供するため市有地等を必要とする場合であって、特に必

要と認められるとき。 

（３）公共的団体が公益の事業の用に供するため市有地等を必要とする場合であって、特

に必要と認められるとき。 

（４）公共事業の用に供するために市に取得される土地の所有者等が、その代替用地を必

要とするとき。 

（５）貸付中の市有地等を従来から借受使用している者に売り払うとき。 

（６）市施工の道路改良工事等の公共事業により生じた廃道敷地等である市有地等を、当

該公共事業に係る土地の提供者に売り払うとき。 

（７）囲繞地、袋地、不整形地等単独利用困難な市有地等（法定外公共物が用途廃止され

た土地を含む。）で、隣接所有者又は賃借権等を有する者に売り払うとき。 

（８）前各号に掲げるもののほか、特に市長が必要と認めるとき。 

（申込資格） 

第３条 申込者は、個人又は法人とする。ただし、次の各号に掲げる者は申込資格を有しな

い。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項に該当する者 

（２）正当な理由がなく本要領による契約を締結せず、又は履行しなかった者で当該事実

があった後２年を経過していない者 

（３）役員等（個人である場合はその者を、法人である場合は役員又は支店若しくは常時

契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が、鶴岡市暴力団排除条例（平

成２４年鶴岡市条例第６号。以下「暴力団排除条例」という。）第２条第３号に規定

する暴力団員等（以下「暴力団員等」という。）であると認められる者 

（４）暴力団（暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は

暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる者 

（５）役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用する等していると認められる者 

（６）役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認め

られる者 

（７）役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認め



られる者 

 （公募等の公告） 

第４条 第２条による公募の公告は、申込期限の前日から起算して３０日前までに、市のホ

ームページその他の方法により行うものとする。ただし、急を要する場合その他特別の事

情がある場合には、２０日前までとすることができる。 

２ 前項の公告にあたっては、次の各号に掲げる事項について掲載しなければならない。 

（１）公募に付する市有地等の所在地、面積、価格等 

 （２）申込場所及び申込期限 

 （３）入札又は抽選の日時及び執行場所 

 （４）公募に参加する者（以下「参加者」という。）に必要な資格に関する事項 

 （５）第３９条の規定により制限又は指定する用途 

（６）その他市長が必要と認める事項 

（参加申込） 

第５条 参加者は、普通財産公募売払申込書（様式第１号）に必要事項を記載のうえ、市長

が指定する期限までに申し込まなければならない。 

２ 同一物件において２以上の者が不動産所有権の共有を希望するときは、連名により申し

込まなければならない。 

（提出書類） 

第６条 参加者は、前条の申込書に次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

 （１）個人の場合 住民票の写し及び印鑑登録証明書 

（２）法人の場合 登記事項証明書又は資格証明書及び定款又は寄付行為並びに印鑑証明 

  書 

２ 前項に掲げる書類は、発行日から１月以内のものに限る。 

３ 市長は、必要に応じ、第１項に掲げる書類以外の書類を提出させることができる。 

（受付書の交付） 

第７条 市長は、普通財産公募売払申込書及び添付書類を審査し、第３条に規定する資格を

有すると認める場合は、参加者に対して普通財産公募売払受付書（様式第２号）を交付す

るものとする。 

 

第２章 一般競争入札 

 （対象財産） 

第８条 一般競争入札による売却は、市有地等の状況及び周辺地域の状況から、需要が多く



競争性が高いと判断できる場合とする。 

 （入札保証金） 

第９条 入札に参加しようとする者は、入札開始前に入札金額の１００分の５以上の入札保

証金を市の交付する納入通知書により納めなければならない。 

２ 入札保証金は、落札者の場合にあっては契約保証金に充当できるものとし、落札者以外

の場合にあっては還付するものとする。この場合において、利息は付さないものとする。 

 （予定価格） 

第１０条 予定価格は、不動産鑑定士の鑑定評価額、地価公示法（昭和４４年法律第４９号）

に基づく公示地価若しくは国土利用計画法施行令（昭和４９年政令第３８７号）に基づく

基準地価又は固定資産税評価額を基に算定される評価額を基準とし、状況に応じ適切に設

定しなければならない。  

 （予定価格の開示） 

第１１条 予定価格は、入札の公告への記載により開示をすることができる。 

 （入札の方法） 

第１２条 入札に参加しようとする者は、入札書に必要な事項を記入し、これを封書にして、

指定された日時及び場所に出席して提出しなければならない。 

２ 入札が代理人による場合は、本人の委任状（様式第３号）を提出するものとする。 

 （入札書の書換え等の禁止） 

第１３条 入札者は、その提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることができない。 

 （開札） 

第１４条 提出された入札書は、直ちに入札会場において入札者の面前で開札しなければな

らない。 

 （落札者の決定） 

第１５条 有効な入札を行った者のうち、予定価格以上で、かつ、最高の価格で入札した者

を落札者として決定し、買受予定者決定通知書（様式第４号）により通知する。ただし、

落札者とすべき者が２名以上いる場合は、当該全ての者によるくじ引きにより決定する。 

 （再度入札） 

第１６条 初度の入札において落札者がないときは、入札の条件を変更せず、２回を限度と

して、その場で直ちに再度の入札に付すことができる。ただし、第１１条の規定により予

定価格を開示している場合は、再度の入札は行わない。 

２ 再度の入札の場合の入札保証金の金額は、第９条第１項の規定にかかわらず、初度の入

札において納付した額とする。 



 （随意契約） 

第１７条 競争入札に付し落札者が辞退したときは、入札者のなかで最高額の入札価格を入

れた者と随意契約することができる。ただし、この場合予定価格を変えることはできない。 

（入札の無効） 

第１８条 次に掲げる入札は、無効とする。 

（１）入札に参加する資格のない者が行った入札 

（２）入札書の記載事項中、入札金額、入札者の氏名その他の主要な事項が判別しがたい

入札又は錯誤による入札 

（３）所定の日時までに第９条第１項に規定する入札保証金を納付しない者が行った   

入札 

 （４）前３号に掲げるもののほか、入札に関する条件に違反した入札 

 （落札の取消し） 

第１９条 落札者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該落札を取り消すものとする。 

 （１）契約の締結を辞退したとき。 

 （２）指定した期間内に契約を締結しないとき。 

 （３）入札に関する条件に違反したとき。 

 （入札保証金の没収） 

第２０条 前条の規定により、落札を取り消された者の入札保証金は、市に帰属するものと

する。 

 

   第３章 公募抽選方式 

 （対象財産） 

第２１条 物件の状況及び周辺の状況から需要が少なく、高い競争性が見込めないと判断さ

れる場合は、公募抽選方式により売却することができる。 

 （売却価格） 

第２２条 売却価格は、第１０条に基づき算定される評価額を基準とし、状況に応じ適切に

設定しなければならない。 

 （当選者の決定方法） 

第２３条 １つの物件に複数の申込者があるときは、公開抽選により当選者を決定する。こ

の場合、同時に抽選により補欠者を決定する。 

２ 当選者が辞退したとき又は契約を締結しないときは、補欠者を繰り上げて当選者を決定

する。 



３ １つの物件に１の申込者であるときは、これを当選者とする。 

 （決定の通知） 

第２４条 前条の規定により当選者及び補欠者を決定したときは、速やかに当該申込者に買

受予定者決定通知書又は補欠者決定通知書（様式第５号）によりその旨を通知する。 

（決定の取消し） 

第２５条 当選者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該当選者の決定を取り消すも

のとする。 

（１）契約の締結を辞退したとき又は指定した期間内に契約を締結しないとき。 

 （２）第３条に規定する申込資格を有しない者であることが判明したとき。 

 

  第４章 公募先着順方式 

 （申込方法） 

第２６条 申込者は、複数の物件の購入を申し込むことができる。この場合、それぞれの物

件に１つの申込書を提出しなければならない。 

 （受付期間） 

第２７条 受付期間は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）一般競争入札を実施した場合にあっては、予定価格の開示日から１年以内の指定し

た期間とする。ただし、当該期間内に応募者がない場合にあっては再度延長すること

ができる。以降同様とする。 

 （２）公募抽選方式を実施した場合にあっては、売却価格の提示日から１年以内の指定し

た期間とする。ただし、当該期間内に応募者がない場合にあっては再度延長すること

ができる。以降同様とする。 

 （売却価格） 

第２８条 売却価格は、次の各号に掲げる区分による。 

 （１）一般競争入札に付し入札者及び落札者がなかった売却物件は、当該物件の予定価格

とする。ただし、落札者が契約を締結しない売却物件は、当該物件の落札金額とする。 

 （２）公募抽選方式に付し応募者がなかったとき又は当選者が契約を締結しない売却物件

は、あらかじめ定めた売却価格と同額とする。 

 （売却相手の決定方法） 

第２９条 売却の相手は、第２６条の方法により先に申込書を提出した者とする。ただし、

同一の物件に対し同一の日に、複数の申し込みがあったときは、くじ引きにより売却の相

手を決定する。 



 （決定の通知） 

第３０条 前条の規定により当選者が決定したときは、速やかに当該申込者に買受予定者決

定通知書により通知する。 

 （決定の取消し） 

第３１条 当選者が、次の各号のいずれかに該当するときは当該当選者の決定を取り消すも

のとする。 

 （１）契約の締結を辞退したとき又は指定した期間内に契約を締結しないとき。 

 （２）第３条に規定する申込資格を有しない者であることが判明したとき。 

 （媒介による募集） 

第３２条 公募先着順方式による市有地等の購入希望者の募集については、市が独自で行う

ことに併せて、市長が別に定めるところにより、市長が媒介を依頼する宅地建物取引業法

（昭和２７年法律第１７６号）第２条第３号に規定する宅地建物取引業者の媒介によるこ

とができる。 

 

第５章 契約 

 （契約の締結） 

第３３条 契約の締結は、一般競争入札にあっては落札日から１５日以内、公募抽選方式及

び公募先着順方式にあっては買受予定者の決定日から１５日以内にしなければならない。 

２ 買受予定者は、売却物件の買受を辞退するときは、買受辞退届（様式第６号）に必要事

項を記載のうえ、市長に提出しなければならない。 

３ 買受予定者は、第１項の規定により契約を締結する際には、暴力団排除に関する誓約書

（様式第７号）に必要事項を記載のうえ、市長に提出しなければならない。 

 （契約保証金の納付） 

第３４条 契約保証金は、売買代金の１００分の１０以上に相当する金額とし、契約締結前

までに市の交付する納入通知書により納付しなければならない。 

 （契約保証金の免除） 

第３５条 次に掲げる場合は、契約保証金の納付を免除することができる。 

 （１）契約を締結する場合において、当該契約締結と同時に売買代金の総額を納入し、か

つ、売買物件を引き取り、売買契約が履行されるとき。 

 （２）その他市長が特に認めたとき。 

 （売買代金の納付方法） 

第３６条 契約者は、契約締結の日から起算して３０日以内に、市の交付する納入通知書に



より売買代金を納付しなければならない。この場合において第３４条の契約保証金を売買

代金に充当することができる。 

 （延滞利息） 

第３７条 市長は、契約者が売買代金を契約書に定められた履行期限までに納付しなかった

ときには、売買代金に対し支払期限の翌日から納付した日までの日数に応じ、政府契約の

支払遅延に対する遅延利息の率を定める告示（昭和２４年大蔵省告示第９９１号）で定め

る割合を乗じて得た金額を徴収しなければならない。 

（契約保証金の没収） 

第３８条 契約者の責めに帰すべき理由により契約が解除されたとき（契約者が支払期限ま

でに売買代金を支払わないとき等）は、契約保証金は市に帰属する。 

 （売買物件の用途制限又は用途指定） 

第３９条 売買物件は、その引き渡しの日から１０年間、風俗営業等の規制及び業務の適正

化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項及び第５項に規定する風俗

営業及び性風俗特殊営業その他これに類する業の営業の用に供し、また、これらの用に供

されることを知りながら、所有権を第三者に移転し又は売買物件を第三者に貸してはなら

ない。 

２ 売買物件は、その引き渡しの日から１０年間、暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」とい

う。）若しくは法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体等であることが指

定されている事務所又はその他これに類するものの用に供し、また、これらの用に供され

ることを知りながら、所有権を第三者に移転し又は売買物件を第三者に貸してはならない。 

３ 前２項に掲げるもののほか、市長は、市の施策を推進するため特に必要と認めるときは、

売買物件の用途を制限し、又は指定することができる。 

 （違約金） 

第４０条 前条の規定に違反した場合は、売買代金の１００分の３０に相当する金額を違約

金として徴収する。 

 （所有権の移転及び引渡し） 

第４１条 売買物件の所有権は、契約者が売買代金を納入した時に移転するものとし、所有

権が移転したときに引き渡すものとする。 

 （所有権移転登記） 

第４２条 所有権の移転登記は、売買物件を引き渡したのちに市が行う。 

 （契約の解除） 



第４３条 市長は、契約者が正当な理由がなく、売買契約に定める義務を履行しないときは

当該契約を解除することができる。 

２ 市長は、契約者が第３９条の規定による用途制限又は用途指定に違反したときは、前項

の規定にかかわらず、何らの催告を要せず、売買契約を解除することができる。 

 （損害賠償） 

第４４条 市長は、前条の規定により契約を解除した場合において、市が損害を被ったとき

は、その損害に相当する金額を損害賠償金として徴収することができる。 

 （管轄裁判所） 

第４５条 この契約に関する訴えについては、山形地方裁判所鶴岡支部をもって管轄裁判所

とする。 

 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

 （鶴岡市普通財産公募売払要領等の廃止） 

２ 次に掲げる要領は、廃止する。 

(1) 鶴岡市普通財産公募売払要領(平成 18年 4月 1日 制定) 

(2) 鶴岡市普通財産売払事務取扱要領(平成 18年 4月 1日 制定) 

   附 則 

 この要領は、平成２９年３月１４日から施行する。 


